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要約
近年の水道水の汚染問題は、自然要因と社会要因の複雑な相互作用を背景として、汚染
の発現が確率的または突発的であるというリスクとしての性質が高まっているところに特
徴がある。このようなリスクに対する公共投資の便益を把握するためには、確実性下とは
異なり、消費者のリスク認知や情報量が顧示選択行動にもたらす影響を考慮する必要が
ある。
本稿は、公的負担と私的負担のトレードオフによって評価を導出するFreeman(1995) 
モデルの背後にある情報の仮定を検討するために、水質リスク発生の過程を明示した上で、
私的負担の意思決定要因を考醸した数値例の導出と比較を行なった。数値計算の結果、水
質汚染が進んでいる地域ほど、技術的効果の小さい投資ほど、またはリスクが大きいとい
う認知ほど評価額が低くなることが示された。また比較の結果、モデルによる評価額は、
投資決定に際し、認知や環境によるリスク判断の変化に対する評価額の感応性が低い種類
のリスク対策ほど、公的投資による厚生の改善が期待されるという判断基準を提供し得る
ことが考察された。
1.はじめに
水の汚染問題は、特定の産業や工場による汚水
の垂れ流し等を規制することによって、いわゆる
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公害問題についてはほぼ克服したかに見えた。し
かし、 1990年代から農地やゴ、ルフ場などの小規模
な汚染源からの土壌・地下水を経由する発現経路
の確定しにくい汚染や、塩素消毒の副産物である
トリハロメタン問題、近年では、突発性を特徴と
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するクリプトスポリジウム等の生物汚染や人体に
及ぼす影響が未知である環境ホルモン等が注目さ
れている。これらの問題は、汚染源の特定が比較
的容易であった従来型の汚染問題とは異なり、自
然要因と社会要因の複雑な相互作用を背景として
いるため、汚染の発現が空間的にも時間的にも特
定し難く、確率性や未知性というリスクとしての
性質が高まっているということができる。
このような汚染リスクに対して、水道水の供給
側である行政や水道事業体が規制・監視の強化や
高度浄水処理等の技術の導入によって対応する一
方、消費者側では、自己防衛手段としてボトルウォー
ターや浄水器を購入することが珍しくなくなって
いる。高度処理や各戸までの管路の維持管理には
膨大な費用がかかる。安全でおいしい水を供給す
ることは公的部門の使命である一方、リスク削減
の効果が不確実であったり飲料水に代替財市場が
存在したりする状況下では、公的部門が達成すべ
き安全性の水準や管路による供給の効率性につい
て社会的な便益を踏まえた議論が必要である。
朝日・萩原 (2000)では、以上の背景に基づき、
上水道の高度浄水処理投資を事例としてリスク削
減便益評価の導出について論じた。評価モデルは
完全情報を仮定した上で公的負担と私的負担のト
レードオフによって評価を導出していることから、
適用の際には公的部門と私的部門の情報の非対称
性やリスク認知バイアスを考慮することが課題と
して残された。本稿はそれらの課題を踏まえ、水
質リスク発生の過程を明示するとともに、私的負
担の意思決定要因を考慮した数値例の導出と比較
を行なう。これにより、投資決定に対する含意、
および評価モデル拡張の方向性を考察することを
目的とする。
次節では、朝日・荻原 (2000) で応用した
Freeman (1995)の一般選好指標モデルの概要を
示し、評価額導出の際に考慮すべきモデル上の限
界を整理する。第3節では、水質リスク発生の過
程を示し、リスクを削減するための私的負担の決
定要因を明らかにする。第4節では、私的負担の
決定要因の条件が異なる場合の数値例による比較
を試み、第5節にて考察を行なう。
2.評価モデル
2. 1 モデル
個人が直面するリスクレベルは所与の政策(公
的負担)と個人の回避行動(私的負担)によって
決まるとされ、個人は、このリスク(生起確率ま
たは被害程度)を変数として含む選好関数を、私
的負担の最適な選択によって最大化する。このと
き、政策変化は個人の直面するリスクを変化させ、
最適な私的負担レベルを変化させる。よって、政
策変化による厚生変化は、私的負担によるリスク
減少効果と公的負担によるリスク減少効果の比で
表される。
モデルの基本的な仮定は次のとおりである。個
人の選好は凸関数で二階微分可能な任意の選好関
数Iで表される。 Mは所得、 Aは確率πでA・(一
定)、確率(1・π)でOとなる被害を表している。
1=1 (M， A，π叫) .….日….日.日….日….日….日….日….….日….日….日….日….日….日….日….日….日….日….日….日….日….日….….日….日べ1)
一方、政府は被害の生起確率を一定水準以下に
保つためにリスク回避政策をとっているものとす
る。被害確率πはリスク回避のための私的負担R
および公的負担Gの関数π=πCR，G)で表され
る。ただし、 πRく0，πGくOが成り立っとする。
なお、これ以降、添字は偏微分を表すものとする。
個人は、所与のGのもとで期待効用を最大化する
Rを選択する。 Gが一定であるときRを最適化す
るための一階の条件は
表=ゐ+f，lER= 0 ・・・・ (2)
ただし、 M+R const. (MR=一1)と仮定し
ている。 Rが最適であるとき、 πを減少させる政
策の限界的な厚生測度は、
dI=ん品1+αzπR-1M) dR+ 1.πadG=O 
……(3) 
式(2)(3)より、
必主=ーム互S!= 互立・…....・ H ・.....・ H ・-・ (4)
dG 1M πR 
つまり、リスクを減少させる公的負担への限界
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的WTPC支払い意思額:Willingness to pay) 
は、私的負担によるリスク減少効果と公的負担に
よるリスク減少効果の限界代替率と等しい。よっ
て、観察可能である πCR，G)が分かれば公的負
担への限界的WTPを求めることができる。
2. 2 モデルの検討
公共投資に対する評価額は、公的負担額とそれ
によるリスク削減効果、私的負担額とそれによる
リスク削減効果から導出される。このとき、モデ
ルの背後には『市場の完全性』と『情報の完全性』
の仮定が存在するが、環境リスクの環境としての
特性およびリスクとしての確率的特性を考慮した
場合、評価額導出の際には、これらの仮定の妥当
性を検討する必要がある。
(1 ) 市場に関する仮定
公的負担と私的負担とがともに外生変数である
ことから、公共財調達市場と代替財市場における
市場の完全性が仮定されている。しかし、つとに
指摘されているように、日本の公共調達は制度的
な価格の歪みが大きい可能性がある。対する代替
財市場は、私的財であれば相対的に歪みは小さい
と考えられる。評価額は所与の公的投資に対する
限界的な支払意思額であるため、所与の公的投資
額に歪みが存在する場合、評価額に対する信頼性
は低いものとなってしまう。
(2) 情報に関する仮定
モデルでは、リスク削減を目的として支出を行
なう主体が、リスクと支出による削減の効果につ
いての情報を正しく認識していることが仮定され
ている。この情報の完全性には、情報が主体間で
対称であるという情報の対称性と情報の不足や誤
認が無いという認知の客観性という 2つの側面が
ある。
公共投資を行なう公的主体と回避のための消費
を行なう消費者とを比較した場合、近年の複雑化
した環境リスクの状況を鑑みると、公的主体の方
が専門的な調査に基づいた負担を行なえる能力が
高いと考えられる。情報開示によるリスク・コミュ
ニケーションが十分に発達していないとすると、
公的主体の方が情報優位にあり、私的主体と公的
主体の情報は非対称であると考えられる。
また、環境リスクの認知については2つの問題
がある。 lつは、環境リスクの未知性の問題であ
る。被害の大きさや確率としての把握が困難なも
の、もしくは全く情報や概念すらない事象の場合、
予防対策的な公共投資や回避的な消費行動という
形でリスクを削減することは困難である。 2つ目
は、リスク認知バイアスの問題である。認知心理
学の知見によれば、人間のリスク認知は必ずしも
客観確率に基づくものではなく、恐ろしさや未知
性といった主観的要因によって決まるとされる。
よってリスク削減のための私的負担は、実際のリ
スクに対し過大評価または過少評価となり、評価
額に歪みを生じている可能性が考えられる。
以上、市場の完全性と情報の完全性というモデ
ルの仮定を検討したが、市場の完全性については
便益評価一般に該当する問題であり、リスク固有
の問題ではないことから、以下では情報の完全性
についてのみ検討を進める。
3.水道水に関するリスクと負担
水道水の水質汚染リスクについて、リスクの発
生過程を明示し、 Freemanモデルによるリスク削
減のための公的負担・私的負担がどのような位置
付けにあるのかを整理する。その上で、私的負担
の決定要因からモデル適用の際の問題点を挙げる。
3. 1 リスク発生過程と負担
一般的に、リスクとは『確率的に発生する好ま
しくない事象』と定義される。よって、リスクの
背後には、『好ましくない事象』である事故や損
害と、それらが確率的に発生するための条件が想
定される。 Freemanモデルではリスクを単に被害
が起こる『確率』と被害の『大きさ』として表し
ているが、経営や災害におけるリスク・マネジメ
ントの分野では、事故や危険という確率的事象と
損害や被害という確率的事象を分けて考え、被害
の発生だけではなく、事故の発生に影響を与える
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図 1 水質汚染リスク発生過程と公的・私的負担
要因をも考慮できる概念を提唱している(萩原、
1999 ;岡田、 1985)。本稿では、亀井(1995)に
まとめられているリスクの概念に基づ‘いて水質汚
染リスクの発生過程を表し、 Freemanモデルの公
的・私的負担がどのような位置付けにあるのかを
整理したものを図1に示した。
汚染という好ましくない事象(事故:Peril) 
は、天候や人間の社会経済活動、あるいは社会基
盤整備の状況などのある状態(事故発生条件:
Hazard)のもとで生じる。水質の場合、農業生
産における農薬やハイテク産業における有機溶剤
の使用、生活排水、上下水道の整備状況や水質基
準の規制のあり方などが汚染発生の条件を形成す
る。そして、これらの条件の組合せによって、富
栄養化などの水源汚染や浄水過程におけるトリハ
ロメタンの生成、病原生物の混入などの汚染が発
生し得る。汚染はさらに効用の低下という好まし
くない事象(損害:Loss)をもたらす可能性が
ある。具体的には、病原菌による中毒症状やトリ
ハロメタン類による癌の発生などの疾病、または
富栄養化によるカビ臭などの異臭味被害などによっ
て効用が低下することを表している。
状態(事故発生条件)から汚染(事故)、そし
て効用の低下(損害)に至る過程において、リス
クは状態が汚染をもたらす可能性である事故発生
リスクと、汚染が効用の低下をもたらす可能性で
ある損害発生リスクとの2種類に分けて考えるこ
とができる。
事故発生リスク〆とは、ある状態Hのもとでの
汚染発生の確率πPと汚染被害の大きさAPによっ
て表される。ここで、 Freemanの評価モデルを表
現すると、汚染の確率πPは汚染リスク削減のた
めの公的負担GPと私的負担RPによって決定され
ることになる。水質汚染の発生に直接的に関わる
水源保全や基盤整備などに対する投資、規制値の
設定などが公的負担であり、消費者や企業の水質
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環境に配慮した行動が私的負担にあたるだろう。
一方、損害発生リスクrとは、既に汚染Pが発
生しているときに効用の低下が起きる確率πLと
その大きさALによって表される。事故発生リス
クの確率と同様に、損害発生リスクの確率πLも、
効用低下を防ごうとする公的な施策GLと私的な
対策RLIこよって決まる。起こってしまった汚染
を健康被害や異臭味被害として被らないための負
担として、公的には浄水処理の強化や水質の監視
など、私的には飲料水の煮沸や代替財の消費など
が挙げられる。
3. 2 私的負担の決定要因
モデルで評価するリスクは後者の損害発生リス
クrである。損害発生リスクrは汚染事象Pが発
生していることを条件としているため、 Pを規定
する状態Hや事故発生リスク〆もまた前提条件と
して損害発生リスクを決定する要因となって
いる。
ここで、モデルの意思決定問題である私的負担
の決定要因に注目する。損害発生の確率πLは私
的負担RLと公的負担GLによって決定される。リ
スク削減の便益は、公的負担GLを所与として期
待効用を最大化する私的負担RLを選択するとき
に、公的負担GLの追加的な増加に対する支払意
思額として導出される。よって水道水の消費者は、
現在どのような公的な負担GLがなされているか、
汚染事象Pにはどのようなものがあるか、その汚
染が起こる事故発生リスク〆(確率πP・被害の
大きさN)はどのくらいか、事故発生リスクに
対する公的負担GPや私的負担RPはどうなってい
るか、汚染を引起こし得る状態Hはどうなってい
るか、といったことをすべて考慮してRLに関す
る意思決定を行なっていることになる。
これらの決定要因は情報や認知の観点から、消
費者が置かれている水質環境に関する情報(状態
H・汚染事象P)、リスク認知(事故発生リスク〆
(確率πP・被害の大きさAつ)、対策に関する情報
(公的負担0・GP、私的負担Rつの3つに大別す
ることができるだろう。
4.数値例による評価と比較
前節では、リスク発生過程と負担との関係から、
水質汚染の損害発生リスクを削減するための私的
負担RLが、水質環境に関する情報(状態H・汚染
事象P)、リスク認知(事故発生リスク〆(確率
πP・被害の大きさAつ)、対策に関する情報(公
的負担0・GPや私的負担RP) によって決定され
るという枠組を導いた。これらの情報や認知の処
理は、第2節で述べたように、実際には完全であ
る保証はなく、情報の非対称性や認知の客観性に
ついての分析が望まれる。本節では、消費者の置
かれている水質環境についての情報が異なる場合、
およびリスク認知バイアスが存在する場合につい
て、数値例を用いて便益評価例を算出し、ケース
毎に評価値を比較する。なお、前者の水質環境に
ついての情報が異なる場合については、所与の公
的負担の水準の差として表す方法を採ったため、
同時にリスク対策に関する情報が異なる場合とし
て解釈することもできる。
4. 1 数値と評価計算
水質汚染による損害発生リスクの一例として、
トリハロメタンによる発ガン確率を想定した。通
常の浄水処理による所与の発ガン確率を、 WHO
(世界保健機構)の水質基準が満たされていると
きに、N歳の人が1年間の聞に発病する確率N/70
X 10-5で表す。トリハロメタンの除去能を高める
高度浄水処理投資を追加的な公的負担とし、飲料
水の代替財であるボトルウォータ一、浄水器、清
涼飲料水・茶類の購買を私的負担とする。高度浄
水処理投資に関わる諸データは、東京都金町浄水
場の施設のものを参考値として用い、購買行動に
関しては、筆者らが1999年に東京都立大学の学生
に対して行なったアンケート調査結果を用いてい
る(朝日・萩原、 2000)。
ここで、水質環境についての情報が異なる場合
を考え、所与のリスク (casel)が10倍になった
ために高度浄水処理による除去効果が1/2になる
と想定 (case2)した。また、リスク認知パイア
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表 1 数値例と計算方法
数 値 備 考 計 算
所与の発ガンリスク ca田1N/70X10-S WHOの基準 N/70X10" 
N/70X 10-' WHOの基準の10倍
71: (0，0) 
N!70 X 10" case2 
公 最度浄水処理投資総額 272億円 金町浄水場の投資額(除運転費) G 1日2l当りの年間
的 耐周年数 30年 投資額Gを算出
負 割引き率 1.02 長期利子率約2%を使用
担 1日当たり処理量 52万d 金町浄水場の実績値
トリハロメタン除去能α=AG case1 60.0% 金町浄水場の実績値 71:(0，0) 71: (0.0) X (1α) 
(除去能は投資額に対して線型と仮定) πG π(O.O)XA case2 30.0% 除去能が1/2になると仮定
行動1.ボトルウォー ター 12の費用 200円 R 1日21当たりの年間
リスクを意識している人の割合 65.6% アンケー トより、選択する人の安全意識率を使用 費用Rを算出
私
行動2:浄水器li!の費用 2円
的
リスクを意識している人の割合 63.2% アンケー トより、選択する人の安全意識率を使用
行動3:清涼飲料水・茶類12の費用 300円
負
リスクを意識している人の割合 7ンケー トより、選択する人の安全意識率を使用31.7% 
担 代替割合β=BR 嶋田I 51.3% アンケー トより、水道水の非選択率を使用 71: (R，O) π(0.0) X (1-β) 
casell 81.5% アンケートより、リスク情報後の水道水の非選択率を使用 71:R 71: (0.0) xB 
ca田直 100.0% 仮想的に、全く水道水を選択しないと仮定
評 価 71:G/71:R A/B 
4. 2 数値計算
スについては、アンケートにおいて水質リスクの
情報を被験者の間で一定にした後の市場財による
代替率を適正評価 (caseII) とし、情報を与える
前の代替率をリスクの過小評価 (case1 )とみな
した。また、仮想的に完全代替の場合を過大評価
(caseill) とした。
case1，2およひ:case1， I，ilの計算結果は表 2の
通りとなった。
評価計算に用いた数値例と計算方法を表1にま
とめた。なお、ここで用いた数値例は学生アンケー
トや仮想的かっ単純化した投資効果であり、実際
の地域住民の選好を介在させた高度処理の便益評
価を行なうものではない。あくまでリスク評価モ
デルの前提条件を検討するために、値の序列や変
動の方向性を抽出する目的で行なう数値計算であ
ることを注記しておく。
(1 ) 水質環境についての情報が異なる場合
リスク小または高度処理による除去能が高い場
合 (casel)とリスク大または除去能が低い場合
(case2)を比較すると、 case1の方が評価値が高
くなっている。これは水質、汚染が進んでいる地域
では評価が低いこと、または技術的にあまり効果
のない投資に対する評価が低いことを示す。前者
は、汚染リスクが高いほど行政の対策に対する期
待が高まるという直観的な予想に反するが、公的
表2 評価値の比較 (単位:円)
リスクまたは公的負担の情報
case 1 (除去能60%) case2 (除去能30%)
主観的
case 1 (過小評価) 1∞，923 50，462 
リスク判断
caseII (適正評価) 63，526 31，763 
caseill (過大評価) 51，774 25，887 
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負担が私的負担による回避行動とトレード・オフ
の関係にある場合、リスクが高まるほど自己防衛
行動を採るので相対的に公的対策に対する評価は
低くなると解釈できるだろう。
(2) リスク認知バイアスが存在する場合
リスクを適正に評価している場合 (caseIT)と、
認知バイアスによって過小評価または過大評価し
ている場合 (case1 • casem)を比較すると、リ
スクを大きく評価するほど評価額が低くなってい
る。これも公的負担と私的負担のトレード・オフ
の関係によって、リスクが大きいと誤認すると過
剰に自己負担によってリスク回避しようとするた
め、公的負担に対する評価が下がると解釈できる。
5.考察
私的負担の決定要因の差による評価値の比較か
ら、公的な投資決定に関するモデルの合意を考察
する。
第1に、モデルがリスクに対する私的負担とい
う代替手段の存在を前提としている代替モテソレで
あることに注目する。評価の比較によれば、認知
バイアスによる誤認にせよ、水質環境の実際にせ
よ、または公的投資の効果にせよ、消費者にとっ
てリスクが大きいと判断されれば公的投資に対す
る評価が低くなることが示された。これは、私的
な対策がとれる種類のリスクであるからこその傾
向である。飲料水の場合、アンケートからリスク
情報によって水道水と市場財の選択比率が明らか
に変化することが示され、これが言謝匝値の差となっ
て表れた。しかし、私的な対応策が困難であるよ
うなリスクの場合、つまり代替財が市場で供給さ
れにくい純公共財に近い財に関するリスクの場合、
評価値の差は出にくいと考えられる。例えば、同
じ水道に関する整備でも、飲料水のみではなく生
活用水全体に関わる供給量にリスクが生じる場合、
私的代替行動は困難であるため、リスク判断が異
なっても評価値の変化は小さい。よって、認知や
環境によるリスク判断の変化に対する評価額の感
応性が低い種類のリスク対策ほど、公的投資によ
る厚生の改善が期待されるという判断が可能であ
る。
第2に、リスクや対策に関する一連の情報やリ
スク判断が評価値に及ぼす重要性が挙げられる。
評価額には、リスクに関する情報を一定にした適
正評価の場合と過大・過小評価の場合の行動の違
いが直載に表れている。これはリスクのイメージ
や、行政の対策および私的代替財に対する過度の
信頼や不信によって便益評価が大きなバイアスを
受ける可能性を示している。特に、私的な代替手
段が存在する場合、公的な対策がどの水準まで必
要かについては慎重な議論が必要とされることか
ら、通常時のリスク・コミュニケーションや、便
益評価にあたって住民の選好を把握する際の調査
方法には細心の注意が必要である。
6.おわりに
本稿では、水道水の水質リスクの経済的評価を
導出するにあたり、リスクに関する情報の不完全
性に注目して、水質リスクの発生過程を整理する
とともに、 Freemanモデルによる数値例の導出と
投資決定に関する合意を考察した。
リスクは水質汚染の発生過程から、状態が汚染
につながる事故発生リスクと、汚染が消費者の効
用の低下につながる損害発生リスクとの2種類に
分けて捉えることができ、評価額は前者の事故発
生リスクを前提とした上での損害発生リスクを対
象とすることが示された。また、私的負担の意思
決定要因は、水質環境に関する情報、リスク認知、
対策に関する情報の3つによって決定されると整
理された。
以上の決定要因に着目して数値例を設定し、評
価額を計算した結果、水質汚染が進んでいる地域
ほど評価が低いこと、または技術的にあまり効果
のない投資に対する評価が低いこと、リスクを大
きく評価するほど評価額が低くなることが示され
た。これらの結果は、モデルが私的負担と公的負
担とのトレード・オフ構造を持つことによる結果
である。よってモデルによる評価は、投資決定に
対し、認知や環境によるリスク判断の変化に対す
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る評価額の感応性が低い種類のリスク対策ほど、
公的投資による厚生の改善が期待されるという判
断ができること、およびリスク認知バイアスの影
響を考慮する必要が大きいこととの含意を持つこ
とが考察された。
今後の課題としては、私的負担の決定要因を採
り入れるようモデルを拡張すること、および私的
回避手段の有無が評価に与える影響の観点から、
投資水準の決定についての考察を進めることが挙
げられる。
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One of the serious characteristics of municipal water contamination is that 
its emergence is uncertain as to both time and place. In order to evaluate public 
investment to reduce such risk， for example， water purification plant， the authorities 
have to take account of the impact of risk information and recognition that the 
beneficiaries have. 
This paper examine what effect the risk information and recognition on the 
choice of drinking water have using Freeman's model (1995)， which characterizes the 
evaluation as the tradeoff between public and private expenditure for reducing risk. 
First， we show the process of the appearance of the water contamination risk. 
Second， the evaluation is simulated under some conditions about risk information 
and recognition. Our results suggest that the model taking into account the risk 
information and recognition can provide the criteria for reading the evaluation. The 
less responsive the evaluation to risk is， the more effective the public expenditure 
for reducing the risk be for the improvement of welfare. 
